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令和７年度に向けた考え

Ａ（１） 様々な災害パ
ターンを想定し
た災害シミュ
レーションの構
築

本市では、出水期前に区職員を対象に
した風水害シミュレーション訓練をは
じめ、様々な災害パターンを想定した
訓練を行っている。市内でさらに激甚
化、広域化が懸念されるあらゆる自然
災害に対応できるよう訓練を継続し、
その対応力をより強化する必要があ
る。

東日本大震災、熊本地震、能登半島地震などの大規模地
震災害、また、台風や線状降水帯による風水害など、近
年、災害が激甚化、広域化するとともに、これまでの想
定を超える自然災害が発生している。また、福岡県は令
和６年度に福智山断層等を起因とした地震による被害を
想定した調査を進めることとしており、これらの状況か
ら、様々な災害シミュレーションの構築が求められてい
る。

あらゆる自然災害への対応力を強化していくため、本市で発生す
る恐れがある最大規模の大雨や、地震、津波、高潮等の災害シ
ミュレーションの検討を行う。あわせて、能登半島地震をはじ
め、全国で発生した自然災害への対応や、他都市での防災訓練に
ついて情報収集を行い、体系的かつ計画的に訓練を実施できるよ
う、災害シミュレーションを構築する。

令和６年１０月、室内を中心に災害訓練プロジェクトチーム
を編成し、本市に必要な訓練項目等の検討を行った。
現在、既存の防災訓練の整理や他都市での防災訓練等につい
て情報収集しているところである。今後それらの情報を整理
し、令和６年度内に各種訓練の実施概要を作成するよう進め
ている。

本市や他都市で行った防災訓練等について情報収集・整理を
行い、各種訓練の実施概要を訓練事例集としてファイルに取
りまとめた。

各部局や他都市で実施している訓練を把握で
き、本市の参考となった。
今後、各部局において訓練を実施する際は、今
回作成した訓練事例集を活用して、様々な訓練
を実施していくことで、訓練の形骸化を防ぐこ
とができる。

各部局が自ら考えた訓練を実施できるように、
今後も他都市の事例を取り入れるなど、訓練事
例集をブラッシュアップする。
また、地域の訓練もより実践的で効果的な訓練
ができるよう、横展開を図る。

Ａ（２） 市職員の防災対
応能力の向上

近年の激甚化、広域化する災害に対応
するためには、市役所組織全体で迅
速・的確に対応できる防災体制を構築
する必要がある。

本市は、これまで大規模災害の経験が少ないが、近年、
自然災害は激甚化、広域化するとともに、いつ、どこ
で、どのような規模で発生するか、予測が困難である。
こうした状況の中、大規模な災害がいつ起きても市役所
組織全体で、迅速・的確に対応できる防災体制が求めら
れている。

市職員の防災対応能力の向上を図るため、これまでの研修や訓練
等の見直しを検討していくとともに、他都市の先進事例も踏まえ
ながら、関係部署との意見交換を行い、職員の人材育成に関する
基本的な考え方を整理する。

市職員について、防災に関する意識や取組み状況、課題等を
把握するため、アンケート調査を実施するとともに、被災地
に派遣された職員と意見交換会を行った。
また、これまで実施してきた防災訓練や研修を体系的かつ計
画的で、より実践的なものとしていくため、令和６年１０月
に関係部署の職員によるプロジェクトチーム(ＰＴ)を立上
げ、２回の会議（全４回を予定）を行った。令和６年度中に
ＰＴの意見をまとめる予定である。
今後は、ＰＴによる訓練や研修の見直し案や他都市の先進事
例等を踏まえて、令和７年度中に「防災人材育成方針（仮
称）」を作成する予定である。

プロジェクトチームによる、研修や訓練・ＯＪＴの見直し案
や他都市の先進事例等を参考に「（仮）防災人材育成方針」
の素案を作成した。

今後の防災人材育成の考え方や取り組むべき課
題等を整理することができた。

「（仮）防災人材育成方針」を庁内に周知する
とともに、新たな取り組みにおける研修プログ
ラムの内容等を具体化し、全庁的な展開に向け
た準備を進める、
また、既存研修等を含めた、防災人材育成にか
かる研修・訓練・ＯＪＴの体系化を図る。

Ａ（３） 介助や移動手段
がない方に対し
ての避難支援の
仕組みづくり

誰一人取り残さないという考えのも
と、市町村の努力義務となっている
「個別避難計画」の作成に至っていな
い避難行動要支援者の災害時の避難支
援のため、行政と自治会等とが連携し
て、個別避難計画の策定作成に取組ん
でいるが、作成率は令和６年３月末現
在で６７．５％である。

「個別避難計画」については、避難したくても介助者が
いないことや移動手段がないことから避難ができないた
め、「個別避難計画」の作成に至らない人もいる。

介助や移動手段がないため避難できない避難行動要支援者に対
し、実際に避難する、また避難するきっかけをつくるため、民間
事業者等と連携し、新たな避難支援の仕組みを検討する。

令和６年８月に、北九州市と民間企業３社（東京海上日動火
災保険㈱、第一交通産業㈱、㈱ウチヤマホールディングス）
の４機関で新たな避難支援の仕組みをつくり、モデル調査実
施のための連携協定を締結した。
令和６年９月から１１月かけて、門司区の一部地域でモデル
調査を行ったが、必要なデータが収集できなかったため、現
在、令和７年度の出水期に再度のモデル調査実施について４
機関で調整を進めているところである。

令和６年度のモデル調査では、必要なデータが収集できな
かったため、４機関で協議し、当該事業の重要性を再確認し
たため、令和７年度も同様に、門司区の一部地域でモデル調
査を継続実施するよう決定した。

※必要なデータ収集ができなかった理由
　モデル調査は、大雨等の災害時に「警戒レベル３（高齢者
等避難）」が発令された場合に、モデル調査対象者（１０
名）から福祉事業者やタクシー事業者に避難支援の要請連絡
を行うことで成り立つものであるが、令和６年度にモデル調
査を実施した期間において「警戒レベル３（高齢者等避
難）」を発令した回数が１回のみで、対象者からの要請もな
かったことから、データ収集ができなかった。

いざという時の避難手段が確保されていること
により、市民に安心感を与えることができた。
一方で、これまで避難しなくても被災しなかっ
たことから、災害に対する危機意識や避難意識
の向上を図る必要がある。

令和６年度同様、４機関が連携し、令和７年６
月から１１月にかけて門司区の一部地域を対象
にモデル調査を実施する。また、必要なデータ
を収集するためにも、「警戒レベル３、高齢者
等避難」が発令された場合には必ず避難するよ
う、モデル対象者に依頼する。加えて、避難の
依頼先である電話番号を記載したマグネットを
対象者に配付し、スムーズな避難要請が実施で
きる環境を提供する。

Ｂ（１） 様々な災害パ
ターンを想定し
た体系的かつ計
画的な訓練の実
施

本市では、出水期前に区職員を対象に
した風水害シミュレーション訓練をは
じめ、様々な災害パターンを想定した
訓練を行っている。市内でさらに激甚
化、広域化が懸念されるあらゆる自然
災害に対応できるよう訓練を継続し、
その対応力をより強化する必要があ
る。

東日本大震災、熊本地震、能登半島地震などの大規模地
震災害、また、台風や線状降水帯による風水害など、近
年、災害が激甚化、広域化するとともに、これまでの想
定を超える自然災害が発生している。また、福岡県は令
和６年度に福智山断層等を起因とした地震による被害を
想定した調査を進めることとしており、これらの状況か
ら様々な災害パターンを想定した訓練の実施が求められ
ることになる。

あらゆる自然災害への対応力を強化していくため構築する、災害
シミュレーション（課題Ａ（１））に沿って、体系的かつ計画的
に訓練を実施する。

災害シミュレーション（課題Ａ（１））を踏まえ、令和６年
度作成した訓練概要については、令和７年度以降可能なもの
を防災訓練等に反映させる予定である。

令和７年度に実施予定。
災害シミュレーション（課題Ａ（１））において、令和６年
度中の目標であった、各種訓練の実施概要を訓練事例集とし
て取りまとめが完成したことを踏まえ、令和７年度以降に内
容のブラッシュアップや防災訓練等に反映させる予定であ
る。

各部局が自ら考えた訓練を実施できるように、
今後も他都市の事例を取り入れるなど、訓練事
例集をブラッシュアップするほか、防災訓練等
に反映させる。
また、地域の訓練もより実践的で効果的な訓練
ができるよう、横展開を図る。

Ｂ（２） 自助・共助を含
めた備蓄体制及
び物資の供給体
制のあり方の検
討

北九州市は、福岡県地震に関する防災
アセスメント調査に基づき、3日分の
公的備蓄を整備している。これに加
え、周辺自治体や民間企業等との防災
協定を締結し、必要な物資を調達でき
るよう、体制を整えている。
一方で、緊急物資集配センターの設置
や備蓄の運搬方法など、マニュアルは
整備しているものの、様々な災害の状
況に応じた訓練まで行っていない。
また、令和４年度の市政モニターアン
ケートによると、各家庭による備蓄は
３割程度に留まっている。

能登半島地震では、道路が寸断され、また海岸の隆起等
により港が使用できなかったことから、物資の搬入など
に時間を要することとなった。近年の激甚化、広域化す
る災害に対応するためには、自助・共助を含めた本市の
備蓄体制及び物資の供給体制全体のあり方を検討が必要
である。

大規模災害を経験した自治体には災害に対するノウハウが蓄積さ
れており、被災直後の備蓄の活用状況や復興後の備蓄に対する考
え方、保管方法や運搬体制を調査する。
この調査結果を踏まえつつ、国の支援や周辺自治体、民間企業等
による物資提供なども考慮し、現在の北九州市の備蓄の種類、保
管方法、災害に応じた運搬の仕組み等の課題を洗い出す。これに
加えて自助・共助による備蓄の必要性も踏まえ、備蓄体制及び物
資の供給体制全体のあり方を検討する。

都市規模が近い福岡市と熊本市に調査を実施した。特に、大
規模地震を経験した熊本市に対しては、被災直後の備蓄の活
用状況やその後の備蓄の考え方や保管方法等の意見交換を
行った。
今後は、全国や海外の避難者支援状況の研究、防災協定企業
との意見交換を踏まえ、より効果的な備蓄体制を検討し、関
係者と協議を重ね、令和７年度作成の本市の備蓄計画案に盛
り込む予定である。
また、物資の供給体制については、災害規模と大規模災害時
のフェーズによって体制が異なるため、備蓄管理委託企業、
防災協定企業、区役所、自衛隊等と意見交換を行い、令和７
年度末を目途に整理を行う。

左記に加え、他都市の状況や協定企業との意見交換を踏ま
え、北九州市の備蓄のあり方を示す「北九州市備蓄指針
（案）」を作成した。
今後は各区役所、関係機関へ指針案を共有・意見集約を行う
とともに、適宜修正を行う計画。

物資の供給体制に関しては、災害規模と大規模
災害時のフェーズによって体制が異なるため、
備蓄管理委託企業、防災協定企業、区役所、自
衛隊等と意見交換を行い、令和７年度末を目途
に整理を行う。

引き続き、他の自治体や海外の状況の研究を重
ね、
自助・共助による備蓄の必要性も踏まえ、備蓄
体制及び物資の供給体制全体のあり方を検討す
る。

Ｂ（３） 防災協定を締結
した関係機関・
団体、企業等と
の連携強化

近年の頻発化、激甚化する災害は、い
つ、どこで、起こるか予測が困難なた
め、災害がいつ起きても被災者に必要
な物資等を供給できるよう、特に協定
を締結している企業等と、物資・資材
の種類や数量、輸送に至るまでの流れ
などについて、より詳細に相互確認を
行うことが急務となっている。

近年の頻発化、激甚化する災害に対して、行政だけで対
応することは困難な状況になってきており、特に、物資
や資材の供給等については、関係機関・団体、企業等の
連携・協力が不可欠となっている。

いつ災害が起きても被災者に必要な物資等を供給できるよう、特
に協定を締結している企業等と情報共有を密にするとともに、定
期的な意見交換会や図上訓練等を行うことで、災害時に、具体的
に供給できる物資・資材の種類や量、運搬方法、搬入場所等を確
認し合う。

令和６年は、生活物資、物資輸送、ドローン会社との意見交
換を実施した。具体的には、流通備蓄の数量や効率的な輸送
方法、また、ドローン活用の実用性など、企業が持つ資源や
ノウハウなど、災害が起きた場合、現状の体制で何ができる
かを確認した。
今後は、１４０以上ある協定の中で、災害時における緊急
性・必要性の高さに応じて、主な協定企業等との意見交換を
行う予定である。
令和７年からは、引き続き、顔の見える関係性を構築すると
ともに、災害時の具体的な行動や準備すべき資機材を図上訓
練で確認し、災害時に適切な支援を受けられるよう体制を整
えていく。

左記に加えて、電気自動車に関する協定企業と大規模停電時
の電気自動車の供給体制などの意見交換を実施した。
令和６年度、意見交換会は初めての取組であったが、協定企
業の考え方や企業の防災体制を知る機会となり、有意義で
あった。

意見交換会を機に、協定企業と協働で、市民向
けの防災イベントを開催した。
危機管理室からは防災の基礎知識、協定企業か
らは店舗で入手できる防災グッズの紹介をする
ことで、親子が一緒に災害を考える機会を提供
し、市民啓発に努めた。

令和７年からも、引き続き、顔の見える関係性
を構築するとともに、災害時の具体的な行動や
準備すべき物資を図上訓練で確認し、災害時に
適切な支援を受けられるよう体制を整えてい
く。

Ｂ（４） 危機管理セン
ターの整備の検
討

大規模災害発生時に、国・消防・警
察・自衛隊など多くの関係者がワンフ
ロアで一堂に会し、情報を共有すると
ともに、対応策を協議するためのより
広いスペースが必要である。本市は既
存の３階スペースは、危機管理室＋大
集会室＋特別会議室Ａを合わせて、約
７００㎡。

他都市では、近年の災害の激甚化、広域化に対応するた
め、多くの関係者がワンフロアに会して、大型モニター
等を活用して、災害情報やオペレーションの内容を素早
く共有し、迅速・的確に対策立案できるスペースとし
て、危機管理センターの整備を進めている。

他都市で整備している危機管理センターの調査研究を行うととも
に、その必要性やあり方について、関係部署と協議する。これら
の結果を踏まえ、目指すべき危機管理センターについて、現在の
庁舎内での実現に向けたレイアウトの調整や協議を進める。

これまで、既に危機管理センターを整備している他都市の視
察を４ヶ所行うなど、どの程度の広さ、どのような機材が必
要かなどの情報収集に努めている。
併せて、令和７年１月のオフィス改革の一環で、危機管理室
と同じフロアーの他局との間の壁を取り除くことが可能と
なった。加えて、大規模災害時に、自衛隊や警察等の関係機
関の執務スペース確保についても検討を進めていく。
さらに、令和８年度の実施設計に向け、関係部署と協議を行
いながら、危機管理センターレイアウト案の作成を令和６年
度末までに進めていく。

令和７年1月の本庁舎３階のオフィス改革で、政策局部分まで
含めた柔軟なフロア活用が可能となったことから、令和６年
度「総合防災訓練」の課題を踏まえ、令和７年度訓練におい
ては、３階フロア全体を使い、政策局職員の他会議室等への
異動を含めた訓練を実施するための、レイアウト案を作成し
た。

大規模災害発生時において、現庁舎内のフロア
を柔軟に活用した「危機管理センター」の設置
を前提とした訓練が実施できることとなった。

令和７年度「総合防災訓練」において、実稼働
に向けた課題を整理するとともに、引き続き他
都市の危機管理センターの調査研究を行い、セ
ンターに必要な設備の洗い出しを行い、翌年度
の予算要求に反映する。

R６危機管理室Ｘ方針 振り返りシート（設定した課題の取組結果）
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項目No.
ABC

①
課題名

②
課題の内容

③
課題の背景

④
課題に対する取組み

⑤
取組みの進捗状況
（R6年11月時点）

⑥
取組み状況（R7年３月末時点）

（予定通り取り組めなかった場合は
その理由を併記）

⑦
変革が実現した課題・取組内容・市民に

もたらされた効果

⑧
取組・進捗が十分でなかった項目・内容（理由）

令和７年度に向けた考え

Ｃ（１） 防災に関する地
域の新たな担い
手の発掘

令和４年度の市政モニターアンケート
によると、「地域に防災訓練などに参
加したことがあ　　る」人の割合は
14.3％と低く、また、その参加者は、
５０歳代以上が多く若年層の参加が少
ない。

防災訓練などの活動を主体的に行う自治会の加入率は、
低下しており、地域のつながりが薄れている。

教育委員会等と連携して、小中学生に対し、防災・減災教育（授
業や体験等）をより充実していくとともに、行政や地域が実施す
る様々な防災に関する取組みに若者が継続的に参加するなどの仕
組みをつくっていくことで、若者に「防災」の大切さを身に付け
てもらい、新たな担い手として地域防災への参画に繋げていく。

地域の防災の新たな担い手となる若い世代の取組みを研究す
るため、教育委員会が実施している「防災・減災教育推進事
業」について、意見交換や要望のヒアリングを行ったところ
である。
令和７年度は、「防災・減災教育推進事業」のモデル校区
（５校程度）に対して、教育委員会と連携して、子どもたち
に、より効果的な防災授業が実施できるよう、防災授業の具
体的なメニューの提案や防災専門家の派遣などを検討してい
く。
今後は、こうした教育委員会との連携と併せて、子どもたち
が学校で学んだことや考えたアイデアを活かす場として、ど
のように地域につないでいくかを検討するとともに、この取
り組みが持続可能となるよう、仕組み作りも合わせて検討し
ていく。

若松区藤ノ木校区では、小中学校は教育委員会「防災・減災
教育推進事業」、校区まちづくり協議会は危機管理室「みん
なdeBousaiまちづくり推進事業」を同時に取り組んだ。両方
の取組や企業等を、市民センターを中心に結び付けること
で、新たな地域防災の形成に試行的に取り組み、将来の可能
性を見出すことができた。

中学生の防災の取組みを地域に紹介したこと
で、その親世代や地域住民も意識の醸成につな
がったと捉えている。
但し、小中学校における防災教育は、授業科目
の過密化により、教育時間の確保が困難である
ことも認識した。地域住民が担い手となって、
教育現場と連携しながら、防災教育を推進する
必要がある。

地域はもちろん、学校や企業等、各団体が防災
に関心が高いことを認識できた。
令和７年度は、各々の団体を、有機的かつ継続
的に活動する仕組みづくりを検討し、実証実験
を繰り返しながら、より多くの校区へ展開でき
よう支援する。
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